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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被測定物に対する測定範囲の波長を含む測定光を発生する測定用光源と、
　前記被測定物で反射可能な波長を含む観察光を発生する観察用光源と、
　前記測定光および前記観察光が入射され、入射された光を集光する集光光学系とを備え
、前記集光光学系は、凸面反射鏡および凹面反射鏡を含み、前記凸面反射鏡は、前記測定
光の光軸と直交する断面において当該光軸から所定の半径距離以上の領域に入射する光を
前記凹面反射鏡へ導き、前記凹面反射鏡は、前記凸面反射鏡からの光を前記被測定物に集
光し、さらに
　前記測定用光源から前記集光光学系までの光学経路上の所定位置において前記観察光を
注入する光注入部とを備え、前記光注入部における前記測定光のビーム径は、前記光注入
部における前記観察光のビーム径に比較して小さく、さらに
　前記被測定物で生じる反射光のうち、測定反射光と観察反射光とを分離する光分離部を
備え、前記光分離部は、前記被測定物で生じる反射光が伝播する経路上に配置された光反
射部を含み、前記光反射部は、前記被測定物で生じる反射光の光軸に対応する位置に、前
記測定反射光のビーム径に比較して小さい径の穴あき部を有し、さらに
　前記観察反射光によって得られる反射像および当該反射像に応じた信号の少なくとも一
方を出力する出力部と、
　前記集光光学系と前記被測定物との間の位置関係を変更可能な調整機構と、
　前記穴あき部を通過した反射光を受光するように配置され、前記測定反射光のスペクト
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ルを測定する分光測定部と、
　前記観察光の前記穴あき部に対応する領域の外周側にある部分をマスクすることで、前
記被測定物に投射され前記分光測定部に入射する前記測定光に影響を与えることなく、異
なる光強度からなるパターンである観察基準像を前記被測定物に投射するマスク部とを備
える、光学特性測定装置。
【請求項２】
　前記出力部は、前記反射像を表示する表示部を含む、請求項１に記載の光学特性測定装
置。
【請求項３】
　前記観察用光源は、前記測定反射光を用いた測定中において、前記観察光の発生を停止
する、請求項１または２に記載の光学特性測定装置。
【請求項４】
　光学特性測定装置を用いて被測定物の光学特性を測定する測定方法であって、
　前記光学特性測定装置は、
　　被測定物に対する測定範囲の波長を含む測定光を発生する測定用光源と、
　　前記被測定物で反射可能な波長を含む観察光を発生する観察用光源と、
　　前記測定光および前記観察光が入射され、入射された光を集光する集光光学系とを備
え、前記集光光学系は、凸面反射鏡および凹面反射鏡を含み、前記凸面反射鏡は、前記測
定光の光軸と直交する断面において当該光軸から所定の半径距離以上の領域に入射する光
を前記凹面反射鏡へ導き、前記凹面反射鏡は、前記凸面反射鏡からの光を前記被測定物に
集光し、さらに
　　前記測定用光源から前記集光光学系までの光学経路上の所定位置において前記観察光
を注入する光注入部を備え、前記光注入部における前記測定光のビーム径は、前記光注入
部における前記観察光のビーム径に比較して小さく、さらに
　　前記被測定物で生じる反射光のうち、測定反射光と観察反射光とを分離する光分離部
を備え、前記光分離部は、前記被測定物で生じる反射光が伝播する経路上に配置された光
反射部を含み、前記光反射部は、前記被測定物で生じる反射光の光軸に対応する位置に、
前記測定反射光のビーム径に比較して小さい径の穴あき部を有し、さらに
　　前記集光光学系と前記被測定物との間の位置関係を変更可能な調整機構と、
　　前記穴あき部を通過した反射光を受光するように配置され、前記測定反射光のスペク
トルを測定する分光測定部と、
　　前記観察光の前記穴あき部に対応する領域の外周側にある部分をマスクすることで、
前記被測定物に投射され前記分光測定部に入射する前記測定光に影響を与えることなく、
異なる光強度からなるパターンである観察基準像を前記被測定物に投射するマスク部とを
備え、
　前記測定方法は、
　　前記観察用光源が前記観察光を発生するステップと、
　　前記光分離部によって分離される前記観察反射光から反射像を取得するステップと、
　　前記反射像が示す合焦状態に基づいて前記調整機構を駆動するステップと、
　　前記測定用光源が前記測定光を発生するステップと、
　　前記光分離部によって分離される前記測定反射光のスペクトルを測定するステップと
を備える、測定方法。
【請求項５】
　前記反射像を表示するステップをさらに備える、請求項４に記載の測定方法。
【請求項６】
　前記測定光の発生が開始されると前記観察用光源からの前記観察光の発生を停止するス
テップをさらに備える、請求項４または５に記載の測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　この発明は、光学特性測定装置およびそれを用いた測定方法に関し、より特定的には薄
膜の反射率などの光学特性をより高い精度で測定する技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　基板上などに形成された薄膜に対して光を照射しその反射光を分光計測することにより
、当該薄膜の反射率や屈折率、消衰係数、膜厚などの光学特性（光学定数）を測定するた
めの代表的な光学特性測定装置として顕微分光装置が知られている。
【０００３】
　一般的な顕微分光装置は、たとえば特開平１１－２３０８２９号公報（特許文献１）の
図１に開示されるような構成となっている。この顕微分光装置は、光源から出射された照
明光をハーフミラーを介してテーブル上に載置された測定試料に導く照明光学系と、測定
試料において反射された光を回折格子およびモニター用光学系に導く結像光学系とを備え
る。そして、回折格子は、測定試料上の測定領域からの観察光を分光する分光手段として
機能し、分光スペクトルをラインセンサ上に結像する。そして、ラインセンサで測定され
る分光スペクトルによって光学特性が算出される。一方、モニター用光学系は、測定試料
の拡大像をリレーレンズにより２次元のＣＣＤカメラ上に結像する。そして、ＣＣＤカメ
ラにより撮像された測定試料の拡大像は測定位置の確認や大まかな焦点合わせに使用され
る。
【０００４】
　上述したように一般的な顕微分光装置では、光源から出射された照明光を分光スペクト
ルの測定と焦点合わせとに兼用している。
【特許文献１】特開平１１－２３０８２９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　通常、光学特性を測定しようとする場合には、測定範囲のスペクトルを測定する必要が
ある。一方、ユーザが目視で測定試料の焦点合わせを行なうためには、観察光が可視帯域
の波長を含むようにしなければならない。そのため、照明光の光源としては、測定範囲波
長および可視帯域を含む比較的波長の広いものを採用する必要がある。同時に、焦点合わ
せを行なうためには所定の明るさと比較的広い観察視野とを確保しなければならないため
、照明光のビーム径を比較的大きくする必要もある。
【０００６】
　ここで、より高い精度で光学特性を測定するためには、強度変化の少ない安定した照明
光を用いる必要があるが、広い波長帯域をもちかつ安定した照明光を比較的大きなビーム
径で直接的に得ることは困難である。そのため、相対的に小さなビーム径の照明光を生成
する光源と、当該照明光のビーム径を拡大するエキスパンダとを用いる構成が一般化して
いる。しかしながら、ビーム径を拡大すると、照明光の単位面積当たりの光強度（光量）
は減少してしまう。
【０００７】
　すなわち、光学特性の測定精度をより高くする観点からはより小さいビーム径が好まし
い一方、焦点合わせを行なう観点からはより大きなビーム径が好ましい。このように、従
来の顕微分光装置は互いに両立し得ない要求を潜在的に含んでおり、光学特性の測定精度
の向上には限界があった。
【０００８】
　この発明は、このような問題点を解決するためになされたものであって、その目的は、
光学特性の測定精度を向上させるとともに、被測定物に対する焦点合わせをより容易に行
なうことのできる光学特性測定装置および測定方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　この発明のある局面に従う光学特性測定装置は、被測定物に対する測定範囲の波長を含
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む測定光を発生する測定用光源と、被測定物で反射可能な波長を含む観察光を発生する観
察用光源と、測定光および観察光が入射され、入射された光を集光する集光光学系と、測
定用光源から集光光学系までの光学経路上の所定位置において観察光を注入する光注入部
と、被測定物で生じる反射光のうち、測定反射光と観察反射光とを分離する光分離部と、
観察反射光によって得られる反射像および当該反射像に応じた信号の少なくとも一方を出
力する出力部と、集光光学系と被測定物との間の位置関係を変更可能な調整機構とを備え
る。
【００１０】
　この発明によれば、測定用光源が被測定物の光学特性の測定に用いられる測定光を生成
するとともに、観察用光源が被測定物への焦点合わせや測定位置の確認に使用される観察
光を生成する。そのため、測定光および観察光の光学的パラメータをそれぞれ独立に設定
できる。これにより、測定光のビーム径や波長範囲を光学特性測定に適した値または範囲
に設定することできるとともに、観察光のビーム径および波長範囲を被測定物の観察に適
した値または範囲に設定することができる。
【００１１】
　よって、光学特性の測定精度を向上させるとともに、被測定物に対する焦点合わせをよ
り容易に行なうことが可能となる。
【００１２】
　好ましくは、光注入部における測定光のビーム径は、光注入部における観察光のビーム
径に比較して小さい。
【００１３】
　好ましくは、測定反射光のスペクトルを測定する分光測定部をさらに備え、光分離部は
、被測定物で生じる反射光が伝播する光学経路上に配置された光反射部を含み、光反射部
は、被測定物で生じる反射光の光軸に対応する位置に、測定反射光のビーム径に比較して
小さい径の穴あき部を有し、分光測定部は、穴あき部を通過した反射光を受光するように
配置される。
【００１４】
　好ましくは、集光光学系は、凸面反射鏡および凹面反射鏡を含み、凸面反射鏡は、測定
光の光軸と直交する断面において当該光軸から所定の半径距離以上の領域に入射する光を
凹面反射鏡へ導き、凹面反射鏡は、凹面反射鏡からの光を被測定物に集光する。
【００１５】
　好ましくは、被測定物に所定の観察基準像が投射されるように、観察光の一部をマスク
するマスク部をさらに備える。
【００１６】
　好ましくは、出力部は、反射像を表示する表示部を含む。
　好ましくは、観察用光源は、測定反射光を用いた測定中において、観察光の発生を停止
する。
【００１７】
　この発明のある局面に従えば、光学特性測定装置を用いて被測定物の光学特性を測定す
る測定方法であって、光学特性測定装置は、被測定物に対する測定範囲の波長を含む測定
光を発生する測定用光源と、被測定物で反射可能な波長を含む観察光を発生する観察用光
源と、測定光および観察光が入射され、入射された光を集光する集光光学系と、測定用光
源から集光光学系までの光学経路上の所定位置において観察光を注入する光注入部と、被
測定物で生じる反射光のうち、測定反射光と観察反射光とを分離する光分離部と、集光光
学系と被測定物との間の位置関係を変更可能な調整機構とを備える。測定方法は、観察用
光源が観察光を発生するステップと、光分離部によって分離される観察反射光から反射像
を取得するステップと、反射像が示す合焦状態に基づいて調整機構を駆動するステップと
、測定用光源が測定光を発生するステップと、光分離部によって分離される測定反射光の
スペクトルを測定するステップとを備える。
【００１８】
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　好ましくは、測定光の発生が開始されると観察用光源からの観察光の発生を停止するス
テップをさらに備える。
【発明の効果】
【００１９】
　この発明によれば、光学特性の測定精度を向上させるとともに、被測定物に対する焦点
合わせをより容易に行なうことのできる光学特性測定装置および測定方法を実現できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　この発明の実施の形態について、図面を参照しながら詳細に説明する。なお、図中の同
一または相当部分については、同一符号を付してその説明は繰返さない。
【００２１】
　［実施の形態１］
　図１は、この発明の実施の形態１に従う光学特性測定装置１００Ａの概略構成図である
。
【００２２】
　この発明の実施の形態１に従う光学特性測定装置１００Ａは、代表的に、顕微分光式の
測定装置であって、被測定物からの反射光のスペクトルを測定することで、被測定物に形
成された薄膜などについての（絶対および相対）反射率や屈折率、消衰係数、膜厚などの
光学特性（光学定数）を測定する。
【００２３】
　なお、被測定物の代表例としては、半導体基板、ガラス基板、サファイア基板、石英基
板、フィルムなどの表面に薄膜が形成（コーティング）されたものである。より具体的に
は、薄膜形成されたガラス基板は、液晶ディスプレイ（ＬＣＤ：Liquid Crystal Display
）やプラズマディスプレイ（ＰＤＰ：Plasma Display Panel）などのフラットパネルディ
スプレイ（ＦＰＤ：Flat Panel Display）のディスプレイ部として使用されている。また
、薄膜形成されたサファイア基板は、窒化物半導体（ＧａＮ：Gallium Nitride）系のＬ
ＥＤ（Light Emitting Diode）やＬＤ（Laser Diode）として使用されている。また、薄
膜形成された石英基板は、各種の光学フィルタや光学部品およびプロジェクション液晶な
どに使用されている。
【００２４】
　特に、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ａは、被測定物の光学特性の測定に
用いられる測定光と、被測定物に対する焦点合わせに用いられる観察光とをそれぞれ独立
に被測定物に照射することにより、光学特性の測定精度の向上と被測定物に対する焦点合
わせの容易化とを同時に実現するものである。
【００２５】
　図１を参照して、光学特性測定装置１００Ａは、測定用光源１０と、コリメートレンズ
１２と、カットフィルタ１４と、結像レンズ１６，３６と、絞り部１８と、ビームスプリ
ッタ２０，３０と、観察用光源２２と、光ファイバ２４と、出射部２６と、ピンホールミ
ラー３２と、軸変換ミラー３４と、観察用カメラ３８と、表示部３９と、対物レンズ４０
と、ステージ５０と、可動機構５２と、分光測定部６０と、データ処理部７０とを備える
。
【００２６】
　測定用光源１０は、被測定物の光学特性の測定に用いられる測定光を生成する光源であ
り、代表的に重水素ランプ（Ｄ２ランプ）やタングステンランプ、またはそれらの組合せ
からなる。そして、測定用光源１０が発生する測定光は、被測定物に対する光学特性の測
定範囲（一例として、ガラス基板上に形成された薄膜では２５０ｎｍ～７５０ｎｍ）の波
長を含む。特に、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ａでは、測定光を焦点合わ
せに使用しないので、測定光の波長帯域を任意に設定可能であり、赤外帯域や紫外帯域と
いった可視帯域以外の波長のみを含む測定光を用いてもよい。
【００２７】
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　コリメートレンズ１２と、カットフィルタ１４と、結像レンズ１６と、絞り部１８とは
、測定用光源１０とビームスプリッタ３０とを結ぶ光軸ＡＸ２上に配置され、測定用光源
１０から出射される測定光を光学的に調整する。
【００２８】
　コリメートレンズ１２は、測定用光源１０からの測定光が最初に入射する光学部品であ
り、拡散光線として伝播する測定光を屈折させて平行光線に変換する。コリメートレンズ
１２を通過した測定光はカットフィルタ１４に入射する。
【００２９】
　カットフィルタ１４は、測定光に含まれる波長を光学特性の測定に必要な波長範囲に制
限するための光学フィルタである。すなわち、測定光に含まれる測定範囲以外の波長成分
は測定誤差要因となるため、カットフィルタ１４が測定光を必要な波長範囲に制限する。
代表的に、カットフィルタ１４は、ガラス基板などに蒸着された多層膜によって形成され
る。
【００３０】
　結像レンズ１６は、測定光のビーム径を調整するために、カットフィルタ１４を通過し
た測定光を平行光線から収束光線に変換する。結像レンズ１６を通過した測定光は絞り部
１８に入射する。
【００３１】
　絞り部１８は、測定光の光量を所定量に調整した上でビームスプリッタ３０へ出射する
。好ましくは、絞り部１８は、結像レンズ１６によって変換された測定光の結像位置に配
置される。なお、絞り部１８の絞り量は、被測定物に入射する測定光の被写界深度や必要
な光強度などに応じて適宜設定される。
【００３２】
　一方、観察用光源２２は、被測定物への焦点合わせや測定位置の確認に使用される観察
光を生成する光源である。そして、観察用光源２２が発生する観察光は、被測定物で反射
可能な波長を含むように選択される。特に、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００
Ａでは、観察光は光学特性の測定に使用されないので、必要な波長帯域および光量をもつ
光源を採用することができる。観察用光源２２は、光ファイバ２４を介して出射部２６と
接続されており、観察用光源２２で生成された観察光は、光導波路である光ファイバ２４
を伝播した後に出射部２６からビームスプリッタ２０へ向けて出射される。
【００３３】
　出射部２６は、被測定物に所定の観察基準像が投射されるように、観察用光源２２で生
成された観察光の一部をマスクするマスク部２６ａを含む。すなわち、観察用光源２２で
生成された直後の観察光のビーム断面における光強度（光量）は略均一であるが、マスク
部２６ａがこの観察光の一部をマスク（遮へい）することで、観察光は、そのビーム断面
において光強度が略ゼロである領域（影領域）が形成される。この影領域が観察基準像と
して被測定物に投射される。なお、観察基準像をレチクル（reticle）像とも称す。
【００３４】
　このように、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ａは、レチクル像を含む観察
光を被測定物に照射することで、その表面に何らの模様（パターン）も形成されていない
被測定物（代表的に、透明なガラス基板など）に対しても、当該投射されたレチクル像に
基づいて、ユーザが容易に焦点合わせを行なうことができる。なお、レチクル像の形状は
いずれであってもよいが、一例として同心円状や十字状のパターンなどを用いることがで
きる。
【００３５】
　ステージ５０は、被測定物を配置するための試料台であり、その配置面は平坦に形成さ
れる。このステージ５０は、一例として機械的に連結された可動機構５２によって、３方
向（Ｘ方向・Ｙ方向・Ｚ方向）に自在に駆動される。可動機構５２は、代表的に３軸分の
サーボモータと、各サーボモータを駆動するためのサーボドライバとを含んで構成される
。そして、可動機構５２は、ユーザまたは図示しない制御装置などからのステージ位置指
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令に応答してステージ５０を駆動する。このステージ５０の駆動によって、被測定物と後
述する対物レンズ４０との間の位置関係が変更される。
【００３６】
　対物レンズ４０と、ビームスプリッタ２０と、ビームスプリッタ３０と、ピンホールミ
ラー３２とは、ステージ５０の平坦面に垂直な方向に延伸する光軸ＡＸ１上に配置される
。
【００３７】
　ビームスプリッタ３０は、測定用光源１０で生成される測定光を反射することで、その
伝播方向を光軸ＡＸ１の紙面下向きに変換する。また、ビームスプリッタ３０は、光軸Ａ
Ｘ１を紙面上向きに伝播する被測定物からの反射光を透過させる。代表的に、ビームスプ
リッタ３０はハーフミラーで構成される。
【００３８】
　一方、ビームスプリッタ２０は、観察用光源２２で生成される観察光を反射することで
、その伝播方向を光軸ＡＸ１の紙面下向きに変換する。同時に、ビームスプリッタ２０は
、光軸ＡＸ１を紙面下向きに伝播するビームスプリッタ３０で反射された測定光を透過さ
せる。すなわち、ビームスプリッタ２０は、測定用光源１０から集光光学系である対物レ
ンズ４０までの光学経路上の所定位置において観察光を注入する光注入部として機能する
。このビームスプリッタ２０で合成された測定光と観察光とは、対物レンズ４０に入射す
る。また、ビームスプリッタ２０は、光軸ＡＸ１を紙面上向きに伝播する被測定物からの
反射光を透過させる。代表的に、ビームスプリッタ２０はハーフミラーで構成される。
【００３９】
　対物レンズ４０は、光軸ＡＸ１を紙面下向きに伝播する測定光および観察光を集光する
ための集光光学系である。すなわち、対物レンズ４０は、被測定物またはその近接した位
置で結像するように測定光および観察光を収束させる。また、対物レンズ４０は、所定の
倍率（たとえば、１０倍，２０倍，３０倍，４０倍など）を有する拡大レンズであり、被
測定物の光学特性を測定する領域を対物レンズ４０に入射する光のビーム断面に比較して
より微小化できる。そのため、被測定物のより微小な領域についての光学特性を測定でき
る。
【００４０】
　また、対物レンズ４０から被測定物に入射した測定光および観察光は、被測定物で反射
され、光軸ＡＸ１上を紙面上向きに伝播する。この反射光は、対物レンズ４０に透過した
後、ビームスプリッタ２０および３０を透過してピンホールミラー３２まで到達する。
【００４１】
　ピンホールミラー３２は、被測定物で生じる反射光のうち、測定反射光と観察反射光と
を分離する光分離部として機能する。具体的には、ピンホールミラー３２は、光軸ＡＸ１
を紙面上向きに伝播する被測定物からの反射光を反射する反射面を含み、その反射面と光
軸ＡＸ１との交点を中心とする穴あき部（ピンホール）３２ａが形成されている。このピ
ンホール３２ａの大きさは、測定用光源１０からの測定光が被測定物で反射されて生じる
測定反射光の、ピンホールミラー３２の位置におけるビーム径に比較して小さくなるよう
に形成される。また、このピンホール３２ａは、それぞれ測定光および観察光が被測定物
で反射されて生じる測定反射光および観察反射光の結像位置と一致するように配置される
。このような構成によって、被測定物で生じた反射光は、ピンホール３２ａを通過して分
光測定部６０に入射する。一方、反射光の残部は、その伝播方向を変換されて軸変換ミラ
ー３４へ入射する。
【００４２】
　分光測定部６０は、ピンホールミラー３２を通過した測定反射光のスペクトルを測定し
、その測定結果をデータ処理部７０へ出力する。より詳細には、分光測定部６０は、回折
格子（グレーティング）６２と、検出部６４と、カットフィルタ６６と、シャッタ６８と
を含む。
【００４３】
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　カットフィルタ６６と、シャッタ６８と、回折格子６２とは、光軸ＡＸ１上に配置され
る。カットフィルタ６６は、ピンホールを通過して分光測定部６０に入射する測定反射光
に含まれる測定範囲外の波長成分を制限するための光学フィルタであり、特に測定範囲外
の波長成分を遮断する。シャッタ６８は、検出部６４をリセットするときなどに、検出部
６４に入射する光を遮断するために使用される。シャッタ６８は、代表的に電磁力によっ
て駆動する機械式のシャッタからなる。
【００４４】
　回折格子６２は、入射する測定反射光を分光した上で、各分光波を検出部６４へ導く。
具体的には、回折格子６２は、反射型の回折格子であり、所定の波長間隔毎の回折波が対
応する各方向に反射するように構成される。このような構成を有する回折格子６２に測定
反射波が入射すると、含まれる各波長成分は対応する方向に反射されて、検出部６４の所
定の検出領域に入射する。回折格子６２は、代表的にフラットフォーカス型球面グレーテ
ィングからなる。
【００４５】
　検出部６４は、測定反射光のスペクトルを測定するために、回折格子６２で分光された
測定反射光に含まれる各波長成分の光強度に応じた電気信号を出力する。検出部６４は、
代表的にフォトダイオードなどの検出素子をアレイ状に配置したフォトダイオードアレイ
や、マトリックス状に配置されたＣＣＤ（Charged Coupled Device）などからなる。
【００４６】
　なお、回折格子６２および検出部６４は、光学特性の測定波長範囲および測定波長間隔
などに応じて適宜設計される。
【００４７】
　データ処理部７０は、検出部６４からの測定結果（電気信号）に基づいて各種のデータ
処理（代表的には、フィッティング処理やノイズ除去処理）を行ない、被測定物の反射率
や屈折率、消衰係数、膜厚などの光学特性（光学定数）を出力する。
【００４８】
　一方、ピンホールミラー３２で反射された観測反射光は光軸ＡＸ３に沿って伝播し、軸
変換ミラー３４へ入射する。軸変換ミラー３４は、観測反射光の伝播方向を光軸ＡＸ３か
ら光軸ＡＸ４に変換する。すると、観測反射光は、光軸ＡＸ４に沿って伝播し、観察用カ
メラ３８へ入射する。
【００４９】
　観察用カメラ３８は、観察反射光によって得られる反射像を取得する撮像部であり、代
表的にはＣＣＤ（Charged Coupled Device）やＣＭＯＳ（Complementary Metal Oxide Se
miconductor）センサなどからなる。なお、観察用カメラ３８は、代表的に可視帯域に感
度をもつものであり、所定の測定範囲に感度をもつ検出部６４とは異なる感度特性をもつ
場合が多い。そして、観察用カメラ３８は、観察反射光によって得られる反射像に応じた
映像信号を表示部３９へ出力する。表示部３９は、観察用カメラ３８からの映像信号に基
づいて反射像を画面上に表示する。ユーザは、この表示部３９に表示される反射像を目視
して、被測定物に対する焦点合わせや測定位置の確認などを行なう。表示部３９は、代表
的に液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）などからなる。なお、観察用カメラ３８および表示部３
９に代えて、ユーザが反射像を直接的に目視できるファインダーを設けてもよい。
【００５０】
　上述した図１と本願発明との対応関係については、測定用光源１０が「測定用光源」に
相当し、対物レンズ４０が「集光光学系」に相当し、観察用光源２２が「観察用光源」に
相当し、ビームスプリッタ２０が「光注入部」に相当し、ピンホールミラー３２が「光分
離部」および「光反射部」に相当し、ピンホール３２ａが「穴あき部」に相当し、観察用
カメラ３８が「出力部」に相当し、可動機構５２が「調整機構」に相当し、分光測定部６
０が「分光測定部」に相当し、マスク部２６ａが「マスク部」に相当し、表示部３９が「
表示部」に相当する。
【００５１】
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　上述したように、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ａは、被測定物の光学特
性の測定に用いられる測定光を発生する測定用光源１０と、被測定物に対する焦点合わせ
に用いられる観察光を発生する観察用光源２２とをそれぞれ独立に設けるものである。そ
のため、光学特性の測定精度をより向上させるとともに、被測定物に対する焦点合わせを
より容易に行なうためには、測定光の波長帯域およびビーム径、ならびに観察光の波長帯
域およびビーム径を以下に述べるように最適化することが望ましい。
【００５２】
　まず、光学特性の測定精度をより向上させる観点からは、被測定物に入射する測定光の
ビーム径は相対的に小さいことが望ましい。これは、ビーム径を小さくすることで単位面
積当たりの光強度（光量）が大きくなり、被測定物からの反射光の単位面積当たりの光強
度も大きくなるため、スペクトルをより高精度に測定できるためである。また、測定光の
伝播に際してその光学経路上にあるレンズの表面で僅かながら反射が生じたり、測定反射
光がピンホール３２ａからずれた位置での結像が生じたりする。このような分光測定部６
０に好ましくない（入射してほしくない）光は内部反射光とも称され、測定誤差の要因と
なり得るが、伝播中の測定光のビーム径を小さくすることで、ピンホール３２ａに入射す
るこのような内部反射光を低減することができる。すなわち、測定光のビーム径を１／８
にすると、単純計算で内部反射光は約１／６４に低減できる。さらに、反射ムラや乱反射
の影響も抑制できるので、実際には内部反射光をより低減することが可能となる。
【００５３】
　これに対して、被測定物に対する焦点合わせをより容易に行なう観点からは、被測定物
に入射する観察光のビーム径は相対的に大きいことが望ましい。これは、可能な限り大き
な観察視野を確保するためである。
【００５４】
　そこで、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ａでは、ビームスプリッタ２０に
おける測定光のビーム径が、ビームスプリッタ２０における観察光のビーム径に比較して
小さくなるように設計される。
【００５５】
　図２は、観察用カメラ３８で取得される反射像の一例を示す図である。図２は、観察用
光源２２から出射される観察光のビーム径が６ｍｍであり、対物レンズ４０が１０倍の倍
率を有する場合の一例を示す。
【００５６】
　図２を参照して、観察光によって確保される観察視野８０は約０．６ｍｍ（６ｍｍ×１
／１０倍）となる。なお、図２の目盛りは説明の便宜上表示するものであり、実際の被測
定物にはこのような目盛りは必要ない。この観察視野８０の中心部には、ピンホールミラ
ー３２に設けられるピンホール３２ａ（図１）による影部８２が存在し、この影部８２に
相当する光が測定反射光として分光測定部６０へ入射する。
【００５７】
　また、光学特性の測定精度をより向上させる観点からは、測定光の波長帯域は、測定範
囲に可能な限り一致させることが好ましい。これは、測定範囲外の波長成分が測定誤差の
要因になるからである。
【００５８】
　これに対して、被測定物に対する焦点合わせをより容易に行なう観点からは、被測定物
での反射率が相対的に大きな波長を多く含むことが望ましい。これは、被測定物からの反
射光（すなわち反射像）によって、被測定物の状態を視認するためである。一般的な被測
定物の場合には、観察光として可視帯域の波長を含む光を用いることで足りるが、可視反
射防止膜などを被測定物とする場合には、可視帯域の波長の反射率が極めて小さいので、
十分な反射像を得ることができず、焦点合わせを行なうことができない。このような場合
には、観察光として可視帯域以外の波長をもつ光（たとえば、近赤外光など）を用いると
ともに、観察用カメラ３８として近赤外光に感度をもつ近赤外用白黒カメラを用いること
で、焦点合わせを行なうことができる。さらに、フィルムなどの非常に薄い被測定物では
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、表面と裏面との間の合焦状態の差異が小さく判別することが難しい。すなわち、可視帯
域の波長はフィルムを透過するので、表面での反射波と裏面での反射波とが混ざり合って
しまい、いずれの面に焦点が合っているのかを判定することが困難となる。そこで、観察
光として、フィルムに対する透過率が低く、フィルム表面でのみ反射する紫外光を使用す
ることで、表面に焦点を合わせることを容易化できる。なお、このような紫外光を可視化
するために、観察用カメラ３８として紫外光に感度をもつ紫外用白黒カメラを用いる。
【００５９】
　さらに、光学特性の測定精度をより向上させる観点からは、分光測定部６０での測定中
には、観察用光源２２からの観察光の発生を遮断することが望ましい。そこで、観察用光
源２２は、分光測定部６０での測定状態信号（図示しない）に応答して、観察光の発生を
停止する。
【００６０】
　図３は、被測定物として可視反射防止膜を用いた場合の観察用カメラ３８で取得される
反射像の一例を示す図である。図３（ａ）は、観察光として可視帯域の波長をもつ光を用
いる場合を示し、図３（ｂ）は、観察光として近赤外の波長をもつ光を用いる場合を示す
。
【００６１】
　図３（ａ）に示すように、可視反射防止膜は可視帯域の波長についての反射率が極めて
小さいので、可視帯域の波長をもつ観察光を用いたとしても視認可能な反射像を得ること
ができない。一方、図３（ｂ）に示すように、可視反射防止膜は近赤外の波長についての
反射率は相当程度存在するので、近赤外の波長をもつ観察光を用いることで視認可能な観
察視野８０を得ることができる。なお、この観察視野８０の中心部には、ピンホールミラ
ー３２に設けられるピンホール３２ａ（図１）による影部８２が存在しており、またマス
ク部２６ａ（図１）で生成されたレチクル像（観察基準像）が投射されている。そのため
、ユーザは、このレチクル像を参照しながら焦点合わせを行なうことができる。
【００６２】
　以下、図４に示すフローチャートを参照して、本実施の形態に従う光学特性測定装置１
００Ａを用いて被測定物の光学特性を測定する手順について説明する。
【００６３】
　図４は、この発明の実施の形態１に従う光学特性測定装置１００Ａを用いた被測定物の
光学特性の測定手順を示すフローチャートである。
【００６４】
　図４を参照して、まず、ユーザ操作などに応答して、観察用光源２２が観察光の発生を
開始する（ステップＳ１００）。この発生した観察光が対物レンズ４０を介して被測定物
に入射すると、被測定物で生じた観察反射光がピンホールミラー３２などを介して観察用
カメラ３８に入射する。観察用カメラ３８は、この観察反射光から反射像を取得し（ステ
ップＳ１０２）、表示部３９が観察用カメラ３８で撮影された反射像を表示する（ステッ
プＳ１０４）。
【００６５】
　この表示部３９に表示される反射像の合焦状態を参照しながら、ユーザが可動機構５２
にステージ位置指令を与えて、被測定物（ステージ５０）と対物レンズ４０との間の位置
関係を変更する（ステップＳ１０６）。
【００６６】
　焦点合わせが完了すると、ユーザは光学測定開始の指令を与える。この指令に応答して
、観察用光源２２が観察光の発生を停止する（ステップＳ１０８）とともに、測定用光源
１０が測定光の発生を開始する（ステップＳ１１０）。この発生した測定光が対物レンズ
４０を介して被測定物に入射すると、被測定物で生じた測定反射光がピンホールミラー３
２のピンホール３２ａを通過して分光測定部６０に入射する。分光測定部６０は、この測
定反射光のスペクトルを測定し（ステップＳ１１２）、その測定結果をデータ処理部７０
へ出力する（ステップＳ１１４）。さらに、データ処理部７０が検出部６４からの測定結
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果に基づいて各種のデータ処理を行ない、被測定物の反射率や屈折率、消衰係数、膜厚な
どの光学特性を出力する（ステップＳ１１６）。
【００６７】
　以上のような一連の処理に従って、被測定物の光学特性が測定できる。
　なお、上述の説明では、ユーザが表示部３９に表示される反射像の合焦状態を参照しな
がら、被測定物と対物レンズ４０との間の位置関係を変更する構成について例示したが、
公知のオートフォーカス（自動焦点）技術を用いて、図示しない制御装置が焦点合わせを
行なうようにしてもよい。
【００６８】
　この発明の実施の形態１によれば、測定用光源が被測定物の光学特性の測定に用いられ
る測定光を生成するとともに、観察用光源が被測定物への焦点合わせや測定位置の確認に
使用される観察光を生成する。そのため、測定光および観察光の光学的パラメータをそれ
ぞれ独立に設定できる。これにより、測定光のビーム径や波長範囲を光学特性測定に適し
た値または範囲に設定することができるとともに、観察光のビーム径および波長範囲を被
測定物の観察に適した値または範囲に設定することができる。
【００６９】
　よって、光学特性の測定精度を向上させることと、被測定物に対する焦点合わせをより
容易に行なうことを両立できる。
【００７０】
　また、この発明の実施の形態１によれば、測定光のビーム径を任意に設定できるので、
ビーム径を相対的に小さくすることにより、レンズの表面などで生じる内部反射光に起因
する測定誤差を低減できる。よって、測定精度を向上させるとともに、被測定物の微小領
域における光学特性を測定することができる。
【００７１】
　また、この発明の実施の形態１によれば、観察光の波長範囲を任意に設定できるので、
被測定物での反射率が相対的に大きな波長を含む観察光を用いることにより、可視帯域の
波長では焦点合わせが困難な可視反射防止膜やフィルムなどに対しても焦点合わせを容易
に行なうことができる。
【００７２】
　［実施の形態２］
　上述のこの発明の実施の形態１に従う光学特性測定装置１００Ａでは、対物レンズとし
て屈折型レンズを用いる構成について例示したが、被測定物の種類によっては、被測定物
の表面に焦点合わせをしているにもかかわらず、被測定物の裏面からの反射光が迷光とし
て現われて測定精度を悪化させる場合がある。このような場合には、以下に述べるような
反射対物レンズを用いることが好ましい。
【００７３】
　図５は、この発明の実施の形態２に従う光学特性測定装置１００Ｂの概略構成図である
。
【００７４】
　図５を参照して、この発明の実施の形態２に従う光学特性測定装置１００Ｂは、図１に
示す光学特性測定装置１００Ａにおいて、対物レンズ４０に代えて反射対物レンズ４２を
用いて構成したものである。その他の部位については、図１に示す光学特性測定装置１０
０Ａと同様であるので、詳細な説明は繰返さない。
【００７５】
　反射対物レンズ４２は、代表的にカセグレイン型の反射対物レンズである。具体的には
、反射対物レンズ４２は、互いに組み合わせられた凸面反射鏡４２ａおよび凹面反射鏡４
２ｂを含む。
【００７６】
　凸面反射鏡４２ａおよび凹面反射鏡４２ｂは、いずれもその中心軸が光軸ＡＸ１と一致
するように配置される。凸面反射鏡４２ａは、光軸ＡＸ１上を伝播する観察光および測定
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光の一部を反射して凹面反射鏡４２ｂへ導く。凹面反射鏡４２ｂは同心円状のミラーであ
る。なお、図５には凹面反射鏡４２ｂの断面形状を概略的に示す。そして、凹面反射鏡４
２ｂは、凸面反射鏡４２ａで反射された観察光および測定光の一部を被測定物に集光する
。また、被測定物からの反射光は、入射経路と同じ光学経路を反対方向に伝播する。
【００７７】
　図６は、この発明の実施の形態２に従う反射対物レンズ４２のより詳細な構成図である
。
【００７８】
　図６を参照して、凸面反射鏡４２ａは、光軸ＡＸ１に沿って入射する光（測定光および
観察光）のうち、光軸ＡＸ１と直交する断面において光軸ＡＸ１から所定の半径距離ｒ以
上の領域に入射する光だけを凹面反射鏡４２ｂ導く。これに対して、光軸ＡＸ１から所定
の半径距離ｒ未満の領域、言い換えれば光軸ＡＸ１の近傍領域に入射する光は、凸面反射
鏡４２ａで反射されて凹面反射鏡４２ｂへは導かれない。すなわち、凸面反射鏡４２ａの
光軸ＡＸ１から所定の半径距離ｒ以上の領域に入射する測定光および観察光だけが被測定
物ＯＢＪへ照射されることになる。そのため、被測定物ＯＢＪに入射する途中の光のビー
ム断面はその中心部がマスクされた同心円状（ドーナツ状）になる。このような同心円状
のビーム断面をもつ光を用いることで、被測定物ＯＢＪの裏面で反射して生じる裏面反射
光（迷光）の影響を回避することができる。
【００７９】
　図７は、屈折対物レンズを用いた場合における裏面反射光の発生状態を説明するための
概念図である。
【００８０】
　図７を参照して、特に被測定物ＯＢＪの膜厚が相対的に小さい場合などには、屈折型の
対物レンズ４０のレンズ収差などによって、被測定物ＯＢＪの表面９０および裏面９２の
いずれの境界面においても反射光が発生し得る。すなわち、本来、被測定物ＯＢＪの表面
９０からの反射光だけが必要であるにもかかわらず、裏面９２からの反射光が迷光として
混在することになる。この裏面９２からの反射光が測定誤差要因となる。
【００８１】
　次に、図８を参照して、反射対物レンズ４２を用いることでこのような裏面９２からの
反射光の影響を回避できる理由について説明する。
【００８２】
　図８は、反射対物レンズを用いた場合における裏面反射光の発生状態を説明するための
概念図である。図８（ａ）は、被測定物ＯＢＪの表面９０からの反射光を示し、図８（ｂ
）は、被測定物ＯＢＪの裏面９２からの反射光を示す。
【００８３】
　反射対物レンズ４２の焦点が被測定物ＯＢＪの表面９０に合っている場合には、被測定
物ＯＢＪの表面９０での反射によって生じる測定反射光は、反射対物レンズ４２を介して
光軸ＡＸ１に沿って紙面上側に向けて伝播する。図８（ａ）に示すように、この測定反射
光の結像位置はピンホールミラー３２（図５）のピンホール３２ａの位置と略一致するよ
うに設計されるので、測定反射光はビーム径を細められた状態でピンホールミラー３２に
到達する。そのため、測定反射光はピンホール３２ａを通過して分光測定部６０（図５）
へ入射する。このように結像位置とピンホール３２ａの位置とが略一致する場合には、ピ
ンホール３２ａで同心円状のビーム断面とならない。すなわち、十分な強度を維持したま
ま分光測定部６０へ入射する。
【００８４】
　一方、図８（ｂ）に示すように、被測定物ＯＢＪの裏面９２での反射によって生じる裏
面反射光の結像位置は、図８（ａ）に示す測定反射光の結像位置に比較して反射対物レン
ズ４２側に移動する。この結像位置からピンホール３２ａまでの光学経路において、裏面
反射光はドーナツ状ビームとなるので、ピンホール３２ａに近付くにつれてビーム径が拡
大する。そして、裏面反射光のビーム強度がない領域（ビーム断面の内径領域）がピンホ
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ール３２ａの穴径より大きくなれば、裏面反射光はピンホール３２ａを通過できない。す
なわち、上述のような光学的な差異を実現できれば、裏面反射光による測定誤差の影響を
回避できる。
【００８５】
　そこで、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ｂでは、表面からの反射光と裏面
からの反射光との間で、図８（ａ）および図８（ｂ）に示すような光学的差異が生じるよ
うに、被測定物ＯＢＪの膜厚などに応じて反射対物レンズ４２の大きさなどが適宜設定さ
れる。
【００８６】
　なお、図８（ａ）および図８（ｂ）に示すように裏面反射光の影響を回避するためには
、測定光のビーム径を適切に設定することが重要である。この測定光のビーム径の影響に
ついて図９を用いて説明する。
【００８７】
　図９は、測定光のビーム径に応じた裏面反射光の影響度合いの変化を説明するための概
念図である。図９（ａ）は、測定光のビーム径を相対的に大きくした場合を示し、図９（
ｂ）は、測定光のビーム径を相対的に小さくした場合を示す。
【００８８】
　図９（ａ）に示すように、測定光が、絞り部１８によってビーム径が十分に絞られるこ
となく反射対物レンズ４２に入射すると、被測定物ＯＢＪの裏面９２で反射して生じる裏
面反射光はそのビーム断面自体が大きくなるので、ピンホール３２ａの位置でのビーム強
度にはマスクされた部分が存在しなくなる。すなわち、ピンホール３２ａの位置における
裏面反射光のビーム強度はドーナツ状ではなく円状になってしまい、その一部はピンホー
ル３２ａを通過して分光測定部６０に入射することになる。この結果、裏面反射光による
影響を十分に回避することができない。そのため、図９（ｂ）に示すように、絞り部１８
によって測定光のビーム径を適切に絞った上で、反射対物レンズ４２に入射させることが
望ましい。
【００８９】
　（測定結果例）
　図１０は、この発明の実施の形態２に従う光学特性測定装置１００Ｂを用いて被測定物
の反射率を測定した結果を従来の光学特性測定装置による結果と比較した図である。図１
０は、実用上反射防止膜として用いられる低反射率試料である、ガラス上の酸化シリコン
薄膜を被測定物とし、被測定物の反射率スペクトルを測定した結果を示す。なお、図１０
中の測定結果２００Ａは、特開平１１－２３０８２９号公報（特許文献１）の図１に示さ
れるような測定光と観察光とを共通の光源によって生成する従来の光学特性測定装置によ
って得られたデータである。また、測定結果２００Ｂは、本実施の形態に従う光学特性測
定装置１００Ｂによって得られたデータである。
【００９０】
　従来の光学特性測定装置による測定結果２００Ａは、測定結果２００Ｂに比較して約１
．５倍もの高い数値を示している。これは、測定反射光と観測反射光とを十分に分離でき
ないために、観察反射光の一部が迷光となり、分光測定部６０に入射することで生じる測
定誤差に起因するものと考えられ、この被測定物のような低反射率試料ほど顕著となる。
【００９１】
　図１１は、この発明の実施の形態２に従う光学特性測定装置１００Ｂを用いて被測定物
の反射率を測定した結果を従来の光学特性測定装置による結果と比較した図である。図１
１は、厚み０．２ｍｍのＰＥＴフィルムを被測定物として、反射率スペクトルを測定した
結果を示す。なお、図１１中の測定結果２２０Ａは従来の光学特性測定装置によって得ら
れたデータである。測定結果２２０Ｂは本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ｂに
よって得られたデータである。理論値２２０ＣはＰＥＴフィルム（被測定物）の既知の屈
折率と消衰係数とにより計算されたＰＥＴフィルム表面からのみの反射率スペクトルの理
論計算値である。
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【００９２】
　図１１を参照して、従来の光学特性測定装置による測定結果２２０Ａは、理論値２２０
Ｃの約２倍となっている。これは、ＰＥＴフィルムの表面反射光に加えて裏面反射光が混
入しているためである。一方、測定結果２２０Ｂは、理論値２２０Ｃとよく一致している
ことが分かる。すなわち、本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ｂは、被測定物の
厚さが約０．２ｍｍといった比較的薄い場合であっても裏面反射光の影響を回避して、被
測定物の光学特性をより高い精度で測定できることを意味している。
【００９３】
　この発明の実施の形態２によれば、上述の実施の形態１によって得られる効果に加えて
、裏面反射光の影響を回避することができる。すなわち、反射対物レンズ４２を用いるこ
とで、被測定物の裏面で反射して生じる裏面反射光が分光測定部６０に入射することを抑
制できるので、裏面反射光に起因する測定誤差を低減できる。よって、裏面反射光の影響
が生じやすい比較的薄い被測定物であっても、光学特性をより高い精度で測定できる。
【００９４】
　［実施の形態３］
　上述のこの発明の実施の形態１または２に従う光学特性測定装置では、反射光（測定反
射光および観察反射光）の伝播経路上にビームスプリッタ２０を配置して観察光を注入す
る構成について説明したが、観察光を注入する位置は、測定用光源１０から集光光学系で
ある対物レンズ４０までの光学経路上であればいずれであってもよい。そこで、この発明
の実施の形態３では、測定用光源１０からビームスプリッタ３０までの光学経路上で観察
光を注入する構成について説明する。
【００９５】
　図１２は、この発明の実施の形態３に従う光学特性測定装置１００Ｃの概略構成図であ
る。
【００９６】
　図１２を参照して、この発明の実施の形態３に従う光学特性測定装置１００Ｃは、図１
に示す光学特性測定装置１００Ａにおいて、測定用光源１０からビームスプリッタ３０ま
での光学経路上にビームスプリッタ２０の位置を変更し、この位置変更に伴って観察用光
源２２と、光ファイバ２４と、出射部２６との位置についても変更したものである。各部
の機能および構成は、図１に示す光学特性測定装置１００Ａと同様であるので、詳細な説
明は繰返さない。
【００９７】
　本実施の形態に従う光学特性測定装置１００Ｃによれば、被測定物からの反射光（測定
反射光および観察反射光）が１つのビームスプリッタ３０だけを通過する。ビームスプリ
ッタ３０は代表的にハーフミラーで構成される。ハーフミラーの理論的な透過率はその名
の通り５０％であるため、ハーフミラーを通過する前後でその光強度は半減（５０％）し
てしまう。そのため、反射光が通過するビームスプリッタの数を低減することで、分光測
定部６０に入射する反射光の減衰量を抑制することができる。したがって、分光測定部６
０で検出されるスペクトルのＳＮ（Signal to Noise）比をより高い状態に維持できる。
【００９８】
　この発明の実施の形態３によれば、上述の実施の形態１によって得られる効果に加えて
、より測定精度を向上することができる。
【００９９】
　［実施の形態４］
　図１３は、この発明の実施の形態４に従う光学特性測定装置１００Ｄの概略構成図であ
る。
【０１００】
　図１３を参照して、この発明の実施の形態４に従う光学特性測定装置１００Ｄは、図５
に示す光学特性測定装置１００Ｂにおいて、測定用光源１０からビームスプリッタ３０ま
での光学経路上にビームスプリッタ２０の位置を変更し、この位置変更に伴って観察用光
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の機能および構成は、図５に示す光学特性測定装置１００Ｂと同様であるので、詳細な説
明は繰返さない。また、上述の実施の形態３でも説明したように、反射光が通過するビー
ムスプリッタの数を低減することで、分光測定部６０に入射する反射光の減衰量を抑制す
ることができる。したがって、分光測定部６０で検出されるスペクトルのＳＮ比をより高
い状態に維持できる。
【０１０１】
　この発明の実施の形態４によれば、上述の実施の形態２によって得られる効果に加えて
、より測定精度を向上することができる。
【０１０２】
　今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと考えら
れるべきである。本発明の範囲は、上記した説明ではなく、特許請求の範囲によって示さ
れ、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図さ
れる。
【図面の簡単な説明】
【０１０３】
【図１】この発明の実施の形態１に従う光学特性測定装置の概略構成図である。
【図２】観察用カメラで取得される反射像の一例を示す図である。
【図３】被測定物として可視反射防止膜を用いた場合の観察用カメラで取得される反射像
の一例を示す図である。
【図４】この発明の実施の形態１に従う光学特性測定装置を用いた被測定物の光学特性の
測定手順を示すフローチャートである。
【図５】この発明の実施の形態２に従う光学特性測定装置の概略構成図である。
【図６】この発明の実施の形態２に従う反射対物レンズのより詳細な構成図である。
【図７】屈折対物レンズを用いた場合における裏面反射光の発生状態を説明するための概
念図である。
【図８】反射対物レンズを用いた場合における裏面反射光の発生状態を説明するための概
念図である。
【図９】測定光のビーム径に応じた裏面反射光の影響度合いの変化を説明するための概念
図である。
【図１０】この発明の実施の形態２に従う光学特性測定装置を用いて被測定物の反射率を
測定した結果を従来の光学特性測定装置による結果と比較した図である。
【図１１】この発明の実施の形態２に従う光学特性測定装置を用いて被測定物の反射率を
測定した結果を従来の光学特性測定装置による結果と比較した図である。
【図１２】この発明の実施の形態３に従う光学特性測定装置の概略構成図である。
【図１３】この発明の実施の形態４に従う光学特性測定装置の概略構成図である。
【符号の説明】
【０１０４】
　１０　測定用光源、１２　コリメートレンズ、１４　カットフィルタ、１６，３６　結
像レンズ、１８　絞り部、２０，３０　ビームスプリッタ、２２　観察用光源、２４　光
ファイバ、２６　出射部、２６ａ　マスク部、３２　ピンホールミラー、３２ａ　ピンホ
ール、３４　軸変換ミラー、３８　観察用カメラ、３９　表示部、４０　対物レンズ、４
２　反射対物レンズ、４２ａ　凸面反射鏡、４２ｂ　凹面反射鏡、５０　ステージ、５２
　可動機構、６０　分光測定部、６２　回折格子、６４　検出部、６６　カットフィルタ
、６８　シャッタ、７０　データ処理部、８０　観察視野、８２　影部、９０　表面、９
２　裏面、１００Ａ，１００Ｂ，１００Ｃ，１００Ｄ　光学特性測定装置、ＡＸ１，ＡＸ
２，ＡＸ３，ＡＸ４　光軸、ＯＢＪ　被測定物。
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